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1. 18年 2月期の業績（平成17年 3月 1日～平成18年 2月28日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 2月期       99,305     7.2       1,368   △48.7       1,500   △45.9

17年 2月期       92,602     4.3       2,667    24.1       2,775    27.8

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 2月期          943    △9.2         57.69         56.85     4.6     4.2     1.5

17年 2月期        1,040   △17.8         72.24         71.33     5.9     8.3     3.0

(注 )1.期中平均株式数 18年 2月期     16,057,707株 17年 2月期     13,933,956株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 2月期          17.50          0.00         17.50         286    30.3     1.4

17年 2月期          17.50          0.00         17.50         243    23.4     1.4

(注 )18年 2月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 2月期       38,632      23,360     60.5       1,427.57

17年 2月期       32,536      17,885     55.0       1,281.38

(注 )1.期末発行済株式数 18年 2月期     16,351,586株 17年 2月期     13,931,924株
2.期末自己株式数 18年 2月期          8,674株          7,036株17年 2月期

2. 19年 2月期の業績予想 （平成18年 3月 1日～平成19年 2月28日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       53,018       1,499         897          0.00－ －

通 期      103,310       2,211       1,324－          17.50         17.50

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          80円 97銭

  上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 あ る い は 想 定 で き る 市 場 動 向 な ど を 前 提
と し て お り 、 不 確 実 性 が 含 ま れ て い ま す 。 実 際 の 業 績 は 、 今 後 の 様 々 な 要 因 に よ り 、 予 想 と 異 な る 結
果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。



1．個別財務諸表

　　貸　　借　　対　　照　　表

（単位：百万円）

（資 産 の 部） ％ ％ ％

流　動　資　産 14,184 36.7 11,364 34.9 2,820 24.8

1,281 2,049 768△    

8,425 7,380 1,044

1 2 0△     

226 228 1△     

25 26 0△     

152 146 5

1,543 509 1,033

2,180 692 1,487

204 210 5△     

143 118 25

固　定　資　産 24,447 63.3 21,172 65.1 3,275 15.5

20,592 53.3 17,638 54.2 2,954 16.7

6,556 6,282 274

752 815 63△     

3,139 2,952 186

94 110 15△     

10,017 5,741 4,276

31 1,735 1,704△  

258 0.7 236 0.7 21 9.3

16 16 -      

208 182 26

33 37 4△     

3,596 9.3 3,297 10.2 299 9.1

577 413 164

730 583 147

5 4 0

118 18 99

23 32 8△     

1,074 1,179 105△    

825 874 49△     

240 190 50

38,632 100.0 32,536 100.0 6,095 18.7

原 材 料

貯 蔵 品

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

増　　　減

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

平成18年2月期末
（平成18年2月28日現在）

平成17年2月期末
（平成17年2月28日現在）

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具器具及び備品

その他の流動資産

有形固定資産

建 物

その他の無形固定資産

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

借 地 権

資 産 合 計

　　　　　　　期　別

 科　目

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

その他の投資その他の資産

子 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア
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（単位：百万円）

（負 債 の 部） ％ ％ ％

流　動　負　債 12,773 33.1 11,313 34.8 1,459 12.9

7,020 5,214 1,806

2,449 2,493 43△         

2,296 2,284 12

288 440 151△        

37 219 182△        

527 531 3△         

149 125 23

3 4 0△         

固　定　負　債 2,498 6.4 3,337 10.2 838△        25.1△   

1,124 1,957 832△        

1,150 1,102 48

223 278 54△         

15,272 39.5 14,651 45.0 620 4.2

（資 本 の 部）

資 本 金 7,106 18.4 4,750 14.6 2,356 49.6

資本剰余金 7,201 18.6 4,848 14.9 2,352 48.5

7,201 4,848 2,352

利益剰余金 8,992 23.3 8,325 25.6 666 8.0

184 184 -          

7,402 6,702 700

7,402 6,702 700

1,406 1,439 33△         

73 0.2 29△    0.1△  102 -      

自 己 株 式 13△    0.0△  10△    0.0△  3△         32.4

23,360 60.5 17,885 55.0 5,475 30.6

38,632 100.0 32,536 100.0 6,095 18.7

増減率

増　　　減

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

構成比

預 り 金

構成比

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

金　　額

別 途 積 立 金

その他の流動負債

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

負 債 合 計

未 払 費 用

買 掛 金

短 期 借 入 金

資 本 準 備 金

平成17年2月期末
（平成17年2月28日現在）

金　　額

　　　　　　　期　別

 科　目

平成18年2月期末
（平成18年2月28日現在）

金　　額

当期未処分利益

その他有価証券評価差額金

資 本 の 部 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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損　 益 　計 　算 　書

（単位：百万円）

％ ％ ％

99,305 100.0 92,602 100.0 6,703 7.2

99,305 92,602 6,703

97,937 98.6 89,935 97.1 8,002 8.9

88,761 80,634 8,127

9,175 9,300 125△      

1,368 1.4 2,667 2.9 1,298△   48.7△    

659 0.6 630 0.7 29 4.7

223 168 55

436 462 25△       

527 0.5 522 0.6 5 1.1

49 71 22△       

477 450 27

1,500 1.5 2,775 3.0 1,274△   45.9△    

35 0.0 1,018 1.1 982△     96.5△    

-        1,018 1,018△    

35 -        35

1,465 1.5 1,757 1.9 292△     16.6△    

537 0.5 1,001 1.1 464△      46.4△     

15△       0.0△      283△      0.3△      267 -

943 1.0 1,040 1.1 96△      9.2△     

462 399 62

1,406 1,439 33△      当 期 未 処 分 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

減 損 損 失

特 別 損 益 の 部

特 別 損 失

役 員 退 職 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

その他の営業外費用

経 常 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

その他の営業外収益

営 業 費 用

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 収 益

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

売 上 高

増　　　減
至 平成18年2月28日 至 平成17年2月28日

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率

　　　　　　　　　期　別

　科　目

平成18年2月期 平成17年2月期
自 平成17年3月 1日 自 平成16年3月 1日
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　　　　　利　益　処　分　案

（単位：百万円）

摘　　　要 平成18年2月期 平成17年2月期

当 期 未 処 分 利 益 1,406 1,439 33△        

合　　　計 1,406 1,439 33△        

利 益 配 当 金 286 243 42

1株につき17円50銭
(普通配当 17円50銭)

1株につき17円50銭
(普通配当 17円50銭)

取 締 役 賞 与 金 17 33 16△        

別 途 積 立 金 500 700 200△       

次 期 繰 越 利 益 602 462 140

増減金額

これを次のとおり処分いたします。
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（重要な会計方針） 

 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(１) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 

(２) その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準および評価方法 時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法 

商品・原材料および貯蔵品 移動平均法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法 

(２) 無形固定資産 

ソフトウェア 社内における利用可能期間に基づく定額法 

 

５．繰延資産の処理方法 

     新株発行費 支出時全額費用処理 

 

６．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しておりますが、当

期において貸倒見積額はありません。 

(２) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

(３) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に

基づき、期末要支給額の 100％を計上しておりま

す。 

 

７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 
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８．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．ヘッジ会計の方法 

(１) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用してお

ります。 

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(３) ヘッジ方針 

内部規定に基づき、金利変動リスクをヘッジし利払等の費用の確定を目的としております。 

 

(４) ヘッジ有効性評価の方法 

  管理手続は会社で承認された管理規程及び諸手続に基づいて行っており、ヘッジ対象及びヘ

ッジ手段それぞれのキャッシュ・フロー総額の変動額を比較する方法によっております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

10．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

（追加情報） 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

    「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、

平成16年4月1日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当会

計年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が92百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純 

利益が同額減少しております。 
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（注記事項） 

 

１．貸借対照表関係 

 平成18年2月期 平成17年2月期 

      

(１) 有形固定資産の減価償却累計額  18,313百万円  17,228 百万円 

(２) 担保に供している資産 

有形固定資産 

 

6,434

 

百万円 

  

5,737 

 

百万円 

(３) 偶発債務 

保証債務 

 

 6,681

 

百万円 

 

 

 

3,945 

 

百万円 

(４) 配当制限 

商法施行規則第 124 条 3 号に規定す

る資産に時価を付したことにより増

加した純資産額 
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百万円 

  

 

－ 

(５)当期中の発行済株式数の増加 

①株式分割 

分割比率 

発行株式数 

②公募増資 

発行株式数 

発行価格 

発行価額 

資本組入額 

資本組入額の総額 

③第三者割当増資 

発行株式数 

発行価額 

資本組入額 

資本組入額の総額 

④新株予約権の権利行使 

発行株式数 

発行価額 

資本組入額 

資本組入額の総額 

－ 

－ 

 

2,000,000株 

2,095円 

2,008.60円 

1,005円 

2,010百万円 

 

249,700株 

2,008.60円 

1,005円 

250百万円 

 

171,600株 

1,108円 

554円 

95百万円 

1:1.2 

2,323,160株 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

２．損益計算書関係 

平成18年2月期 

減損損失 

該当ありません。 

 

平成17年2月期 

減損損失 

当社は、工場、賃貸資産（物件単位）及び遊休資産（物件単位）等を基準にグルーピングしてお

ります。当事業年度において、減損損失を計上した資産グループは以下のとおりであります。 
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用途 種類 場所 

遊休資産（旧工場） 土地・建物等 長野県東御市 

遊休資産（旧工場） 土地・建物等 滋賀県坂田郡近江町 

賃貸資産（事務所・駐車場） 土地・建物等 東京都東村山市 

 

  上記資産は、遊休状態、または、地価が継続的下落により大幅に低下しているなどのため、帳簿

価格を回収可能価額まで減額し、1,018百万円（土地728百万円、建物252百万円及び構築物等37

百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は正味売却価額を使

用し、主に、不動産鑑定評価額に基づいて評価しております。 

 

 

３．リース取引関係 

  当社は、証券取引法第２７条の３０の６の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので、記

載を省略しております。 

 

 

４．有価証券関係（子会社株式及び関連会社株式関係） 

当期（平成18年2月28日現在）及び前期（平成17年2月28日現在） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

 

５．税効果会計関係 

 

平成18年2月期 

 

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 

主な原因別の内訳 

 

（繰延税金資産）     

未払賞与  149 百万円

未払事業税  36 百万円

退職給付引当金  456 百万円

役員退職慰労引当金  90 百万円

減損損失  305 百万円

その他  43 百万円

繰延税金資産合計  1,080 百万円

   

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金  △ 50 百万円

その他  △  0 百万円

繰延税金負債合計  △ 50 百万円

繰延税金資産純額  1,030 百万円
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(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別内

訳 

 

 （単位：％） 

法定実効税率 40.7 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 5.7 

住民税均等割等 1.3 

その他 △ 1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  35.6 

 

 

６．重要な後発事象 

 

平成18年2月期 

該当ありません。 

 

平成17年2月期 

(1)  平成 17 年 3 月 11 日開催の取締役会において、以下のとおり新株式の発行を決議し、平成

17年3月29日に払込が完了いたしました。 

   この結果、17年 3月29日付で資本金は6,760,786千円、発行済株式総数は15,938,960株

となっております。 

① 募集方法        一般募集 

② 発行新株式数      普通株式 2,000,000株 

③ 発行価格        １株につき2,095円 

④ 発行価額        １株につき2,008.60円 

⑤ 資本組入額       １株につき1,005円 

⑥ 発行価額の総額     4,017,200,000円 

⑦ 払込金額の総額     4,017,200,000円 

⑧ 資本組入額の総額    2,010,000,000円 

⑨ 払込期日        平成17年3月29日 

⑩ 配当起算日       平成17年3月1日 

⑪ 資金の使途       設備資金に充当予定 

 

   (2) 平成17年3月11日開催の取締役会決議により、オーバーアロットメントによる当社株式の

売出し（野村證券株式会社が当社株主から借入れる当社普通株式300,000株の売出し）に関連

する第三者割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を行うことになりました。ただし、

オーバーアロットメントによる売出しが減少又は中止される場合、シンジケートカバー取引が

行われる場合及び安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部につき申込みが行われず、その

結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行

そのものが全く行われない場合があります。 

① 発行新株式数      普通株式 300,000株 

② 払込期日        平成17年4月26日 

③ 配当起算日       平成17年3月1日 

④ 割当先         野村證券株式会社 

⑤ 資金の使途       設備資金に充当予定 
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 (3) 平成16年11月15日に株式譲渡契約を行い、平成17年3月1日付で株式会社デリカランド

の株式を取得し、子会社といたしました。なお、同日付で同社の社名を変更いたしました。 

① 取得の目的 

 北海道地区への事業参入 

② 株式取得の相手会社の名称 

 プリマハム株式会社及びプライムデイリーフーズ株式会社        

③ 買収する会社の名称、事業内容、規模 

 ・会社の名称   わらべや北海道株式会社（旧名称：株式会社デリカランド） 

・事 業 内 容  米飯、調理パン等の製造販売 

・規   模 

発行済株式数 120,000株 

資本金        1億2千万円 

売上高        74億7千7百万円（平成16年3月期） 

④ 株式取得の時期 

 平成17年3月1日 

 

⑤ 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

 ・取得前の持分比率  14.0% 

・取得する株式の数  86,400株 

・取得価額      86,400千円 

・取得後の持分比率  86.0% 

 

   (4) 平成17年2月24日開催の取締役会決議により、平成17年3月25日付で子会社を設立いた

しました。 

① 設立の目的      スーパーマーケット向け米飯類等の製造・販売事業 

② 設立する会社の名称、事業内容、発行済株式数、資本金 

・会社の名称     株式会社わらべや 

・事 業 内 容    スーパーマーケット向け米飯類等の製造・販売 

・発行済株式数     1,000株 

・資 本 金      50,000千円 

③ 設立の時期 

 平成17年3月25日 

④ 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率等  

 ・取得する株式の数  1,000株 

・取得価額      50,000千円 

・取得後の持分比率  当社100% 
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２．役員の異動（平成18年 5月 25日付） 

 

１． 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２． その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補   

   取締役 森浦 正名 現、経営企画部長 

経営企画部長   

      

   取締役 宮 本  弘 現、中部事業本部長 

   中部事業本部長  兼 中部事業本部 製造部長 

   兼 中部事業本部 製造部長   

      

   取締役 白井 恒久 現、首都圏事業本部 製造部長 

   首都圏事業本部 副本部長   

      

   取締役 大谷  正美 現、首都圏事業本部 米飯開発部長

   首都圏事業本部 米飯開発部長  兼 首都圏事業本部 

   兼 首都圏事業本部  チルド開発部長 

      チルド開発部長  兼 開発企画一部長 

   兼 開発企画二部長  兼 開発企画二部長 

      

   取締役 大野  義幸 現、首都圏事業本部 購買部長 

   首都圏事業本部 購買部長   

      

   取締役 佐藤  吾一 現、首都圏事業本部 製造部 

   首都圏事業本部 製造部長  村山第一工場長 

   兼 村山第一工場長    兼 瑞穂工場長 

   兼 瑞穂工場長   

   （新村山工場設立準備委員会   

     委員長）   

      

（２）退任予定取締役   

   取締役 森   松 逸  

   取締役 野上  直人  

   取締役 大友  啓行  

   取締役 前田  俊昭  

   取締役 平田  啓一  

   取締役 藤沼  良友  

   

 

 

 

 

 

 

  

43 



44 

（３）昇格予定取締役   

   常務取締役 大木 久人 現、取締役 

   首都圏事業本部長  首都圏事業本部長 

  兼 開発企画一部 管掌 

  兼 開発企画二部 管掌 

   

   常務取締役 窪田 彰二 現、取締役 

   管理本部長  管理本部長 
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